
新旧対照表
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】

新 旧 
（貨物の指定申請手続） 

７の６－１ 指定申請は、指定を受けようとする貨物の属する指定区分（令第４
条の７第１項第２号に規定する指定区分をいう。以下同じ。）ごとに、次の事
項を記載した「貨物指定申請書」（Ｃ－9100）（以下「指定申請書」という。）
２通（原本、申請者用）を、担当税関の特例申告担当統括官に提出することに
より行わせる。ただし、指定申請書は署所の窓口担当部門に提出することを妨
げない。 
なお、特例輸入者の承認を受けようとする際の指定申請は、承認申請に併せ
て行わなければならないので留意する。 

 この場合における指定承認書及び添付書類の取扱いは、次による。 
(1) 指定を受けようとする貨物の品名の具体的な記載方法は、次による。 
イ 一般的な名称にとどまらず、統計品目番号を容易に特定することができ
るように、具体的な品名（例えば、「ポロシャツ」ではなく、「男性用のメ
リヤス編の綿 100％で、ししゅうを有している模様編のポロシャツ」）を記
載させる。 
なお、指定を受けようとする貨物の品名が異なり、貨物の指定区分が同
じ場合は、その品名を全て記載させる。この場合、任意の様式に記載の上
添付させることとして差し支えない。 

ロ指定区分に複数の所属区分が含まれる場合には、その所属区分を全て記載
させる。また、通関情報処理システム（以下この章において「通関システ
ム」という。）により特例申告を行う予定である場合には、通関システム用
コードを含む 10桁目が・（オベリスク）であるため、統計細分が同一であ
りながら通関システム用品目コードが複数ある場合には、特例申告を行お
うとする貨物ごとに通関システム用品目コードを記載させる。この場合、
１枚の申請書に取りまとめて差し支えない。 

(2) （省略） 
(3) 令第４条の７第１項第５号((指定申請書の記載事項))に規定する「その他
参考となるべき事項」については、貨物の指定区分を特定するため参考とな
るべき事項等を記載させることとし、併せて次の書類を添付させる。 
イ～ハ （省略） 

(4) 貨物の指定については、貨物の指定区分ごとに行つているので、すでに指
定している貨物の指定区分に該当する貨物の指定申請は不要である。 
なお、既に指定している貨物の指定区分に該当するか否か、疑義のある場
合には、指定申請書の受理は行わず、申請者に対して関税鑑査官等へ照会す
るようしようようする。 

（貨物の指定申請手続） 
７の６－１ 指定申請は、指定を受けようとする貨物の所属区分ごとに、次の事
項を記載した「貨物指定申請書」（Ｃ－9100）（以下「指定申請書」という。）２
通（原本、申請者用）を、担当税関の特例申告担当統括官に提出することによ
り行わせる。ただし、指定申請書は署所の窓口担当部門に提出することを妨げ
ない。 
なお、特例輸入者の承認を受けようとする際の指定申請は、承認申請に併せ
て行わなければならないので留意する。 

 この場合における指定承認書及び添付書類の取扱いは、次による。 
 
(1) 指定を受けようとする貨物の品名の具体的な記載方法は、次による。 
イ 一般的な名称にとどまらず、統計品目番号を容易に特定することができる
ように、具体的な品名（例えば、「ポロシャツ」ではなく、「男性用のメリヤ
ス編の綿 100％で、ししゅうを有している模様編のポロシャツ」）を記載さ
せる。 
なお、指定を受けようとする貨物の品名が異なり、貨物の所属区分が同じ
場合は、その品名を全て記載させる。この場合、任意の様式に記載の上添付
させることとして差し支えない。 

ロ 通関情報処理システム（以下この章において「通関システム」という。）
により特例申告を行う予定である場合には、通関システム用コードを含む
10 桁目が・（オベリスク）であるため、統計細分が同一でありながら通関
システム用品目コードが複数ある場合には、特例申告を行おうとする貨物ご
とに通関システム用品目コードを記載させる。この場合、１枚の申請書に取
りまとめて差し支えない。 

 
(2) （省略） 
(3) 令第４条の７第１項第５号((指定申請書の記載事項))に規定する「その他
参考となるべき事項」については、貨物の所属区分を特定するため参考となる
べき事項等を記載させることとし、併せて次の書類を添付させる。 
イ～ハ （同左） 

(4) 貨物の指定については、貨物の所属区分ごとに行つているので、すでに指
定している貨物の所属区分に該当する貨物の指定申請は不要である。 
なお、既に指定している貨物の所属区分に該当するか否か、疑義のある場合
には、指定申請書の受理は行わず、申請者に対して関税鑑査官等へ照会するよ
うしようようする。 



新旧対照表
【関税法基本通達（昭和 47年３月１日蔵関第 100号）】

新 旧 
(5) 次に掲げる貨物については、貨物の指定区分が特定できない場合があるた
め、指定区分が特定できない場合には、法第７条の６第３項((継続的な輸入
に該当する場合))に規定する輸入許可の実績には含めないものとする。ただ
し、申請者が提出する資料により、貨物の指定区分の特定が明らかであると
認められる場合を除く。 
イ 定率法第 14 条第 18 号((少額貨物の免税))に規定する課税価格１万円以
下の無条件免税貨物で、税関様式関係通達Ⅱ記載要領及び留意事項の節に
おける（関税定率法第 14 条第 18 号の規定を適用する貨物の輸入申告書の
記載要領）により申告した貨物 

ロ 定率法第３条の３((少額輸入貨物に対する簡易税率))に規定する少額輸
入貨物に対する簡易税率を適用した貨物 
ハ 後記 67－4－17（関税率表等の分類の特例扱い）を適用して申告した貨物

 
（指定内容の変更手続） 

７の６－４ 定率法の改正等に伴い、貨物の指定区分又は統計品目番号に変更が
ある場合又は法第７条の 13((許可の承継についての規定の準用))の規定によ
る承認の承継に伴う指定貨物（法第７条の２第１項((申告の特例))に規定する
指定貨物をいう。以下同。）の承継手続を行う場合は、次により処理するもの
とする。 

(1) （省略） 
(2) 変更届については、届出者の住所、氏名（名称）及び輸出入者符号を記載
させることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させる。また、
指定を受けた年月日、指定番号、貨物の指定区分、変更する内容及びその変
更理由を記載させる。 
なお、通関業者等による届出の場合は、通関業者等の住所及び名称を併せ

て記載させる。 
(3) 承認の承継に伴う指定貨物の承継手続は、被承継特例輸入者の指定貨物の
内容を変更届に記載させ、当該貨物の貨物指定書の写しとともに担当税関の
特例申告担当統括官に提出することにより行わせる。ただし、変更届は署所
の窓口担当部門に提出することを妨げない。 
なお、当該変更届の「貨物の指定区分」の欄の記載は省略させ、「変更内容」

欄には「承認の承継のため」と記載させる。 
(4) （省略） 
 
（特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出手続） 

(5) 次に掲げる貨物については、貨物の所属区分が特定できないため、法第７
条の６第３項((継続的な輸入に該当する場合))に規定する輸入許可の実績に
は含めないものとする。ただし、申請者が提出する資料により、貨物の所属区
分の特定が明らかであると認められる場合を除く。 
 
イ 定率法第14条第18号((少額貨物の免税))に規定する課税価格１万円以下
の無条件免税貨物で、税関様式関係通達Ⅱ記載要領及び留意事項の節におけ
る（関税定率法第 14条第 18号の規定を適用する貨物の輸入申告書の記載要
領）により申告した貨物 

ロ 定率法第３条の３((少額輸入貨物に対する簡易税率))に規定する少額輸
入貨物に対する簡易税率を適用した貨物 

ハ 後記 67－4－15（関税率表等の分類の特例扱い）を適用して申告した貨物 
 
（指定内容の変更手続） 
７の６－４ 定率法の改正等に伴い、貨物の所属区分又は統計品目番号に変更が
ある場合又は法第７条の 13((許可の承継についての規定の準用))の規定によ
る承認の承継に伴う指定貨物（法第７条の２第１項((申告の特例))に規定する
指定貨物をいう。以下同。）の承継手続を行う場合は、次により処理するものと
する。 

(1) （同左） 
(2) 変更届については、届出者の住所、氏名（名称）及び輸出入者符号を記載
させることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させる。また、
指定を受けた年月日、指定番号、貨物の所属区分、変更する内容及びその変更
理由を記載させる。 
なお、通関業者等による届出の場合は、通関業者等の住所及び名称を併せて
記載させる。 

(3) 承認の承継に伴う指定貨物の承継手続は、被承継特例輸入者の指定貨物の
内容を変更届に記載させ、当該貨物の貨物指定書の写しとともに担当税関の特
例申告担当統括官に提出することにより行わせる。ただし、変更届は署所の窓
口担当部門に提出することを妨げない。 
なお、当該変更届の「貨物の所属区分」の欄の記載は省略させ、「変更内容」
欄には「承認の承継のため」と記載させる。 

(4) （同左） 
 
（特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出手続） 
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７の７－１ 令第４条の９((特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出
の手続))の規定による届出（以下この項において単に「届出」という。）の手
続については、次による。 

(1) （省略） 
(2) 取りやめ届には、届出者の住所、氏名（名称）及び輸出入者符号を記載さ
せることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させる。また、指
定年月日、指定番号、当該貨物の指定区分及び取りやめの理由を記載させる。

 
（輸入許可前引取扱貨物に係る税額等の通知） 
７の 17－１ 法第７条の 17((輸入の許可前に引き取られた貨物に係る税額等の
通知))の規定による輸入許可前引取りの承認を受けた貨物に係る税額等の通
知については、次による。 

(1)～(3) （同左） 
(4) 輸入許可前引取りの承認を受けた貨物に係る税額等につきその納税申告に
誤りがあると認めた場合には、法第７条の 16第１項の規定による更正を行うこ
ととなるので、上記(1)の通知書によることなく、法第７条の 16第４項の規定
による更正通知書を送達することになるから、留意する。 

 
（帳簿の備付け等に関する用語の意義） 

94－1 法第94条((帳簿の備付け等))に規定する帳簿書類の備付け等に関する用
語の意義は、次による。 
⑴ （省略） 
⑵ 法第 94条第 2項において準用する同条第 1項の規定により輸出者が備え付
けることとされている「帳簿」とは、令第 83 条第 2 項において準用する同条
第 1項((帳簿の記載事項等))に規定する事項を記載したものであれば、税関用
に特別に備え付けたものである必要はなく、輸出者が所有する既存の帳簿に所
要の事項を追記したものであつても差し支えない。また、例えば、仕入書に輸
出許可年月日及び輸出許可番号を追記したものでも差し支えない。 
⑶ 令第 83条第 3項((保存すべき書類))において読み替えて準用する令第 61条
第 1項((課税標準の決定のための書類))に規定する「製造者又は売渡人の作成
した仕出人との間の取引についての書類」及び「その他の輸入の許可を受けた
貨物の課税標準を明らかにする書類」とは、例えば、総勘定元帳、補助台帳、
補助簿、振替伝票、決済書類等の経理関係書類や発注関係書類、契約書、往復
文書等の貿易関係書類、通関関係書類（提出したものを除く）等の関係書類を
いう。 

７の７－１ 令第４条の９((特例申告書を提出する必要がなくなった旨の届出
の手続))の規定による届出（以下この項において単に「届出」という。）の手続
については、次による。 

(1) （同左） 
(2) 取りやめ届には、届出者の住所、氏名（名称）及び輸出入者符号を記載さ
せることとし、法人の場合は法人名に併せて代表者名を記載させる。また、指
定年月日、指定番号、当該貨物の所属区分及び取りやめの理由を記載させる。 

 
（輸入許可前引取扱貨物に係る税額等の通知） 
７の 17－１ 法第７条の 17((輸入の許可前に引き取られた貨物に係る税額等の
通知))の規定による輸入許可前引取りの承認を受けた貨物に係る税額等の通
知については、次による。 

(1)～(3) （同左） 
(4) 輸入許可前引取りの承認を受けた貨物に係る税額等につきその納税申告に
誤りがあると認めた場合には、法第７条の４第１項の規定による更正を行うこ
ととなるので、上記(1)の通知書によることなく、法第７条の４第４項の規定
による更正通知書を送達することになるから、留意する。 

 
（帳簿の備付け等に関する用語の意義） 

94－1 法第94条((帳簿の備付け等))に規定する帳簿書類の備付け等に関する用
語の意義は、次による。 
⑴ （同左） 
（新規） 
 
 
 
 
 
⑵ 令第 83条第 2項((保存すべき書類))において読み替えて準用する令第 61条
第 1項((課税標準の決定のための書類))に規定する「製造者又は売渡人の作成
した仕出人との間の取引についての書類」及び「その他の輸入の許可を受けた
貨物の課税標準を明らかにする書類」とは、例えば、総勘定元帳、補助台帳、
補助簿、振替伝票、決済書類等の経理関係書類や発注関係書類、契約書、往復
文書等の貿易関係書類、通関関係書類（提出したものを除く）等の関係書類を
いう。 
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⑷ 令第 83条第 4項における法第 94条第 2項において準用する同条第 2項に規
定する「輸出許可貨物に係る取引に関して作成し、又は受領した書類」とは、
例えば、発注関係書類、契約書、往復文書等の貿易関係書類、通関関係書類（提
出したものを除く）等の関係書類をいう。 
⑸ 令第 83条第 6項((帳簿の保存))に規定する「第 1項の帳簿及び第 3項の書
類を整理し」とは、帳簿に記載されている事項と保存すべき書類の関係が明ら
かになるように整理することをいう。 

⑹ 令第 83条第 6項及び第 8項((帳簿の保存))に規定する「その他これらに準
ずるものの所在地」とは、代理人の事務所や寄託契約書等により保存を委託し
ている営業倉庫等の所在地をいう。 

⑺ 令第 83条第 8項に規定する「第 2項において準用する第 1項の帳簿及び第 4
項の書類を整理し」とは、帳簿に記載されている事項と保存すべき書類の関係
が明らかになるように整理することをいう。 

 
（承認申請手続等） 

94－2 前記 7 の 9－2(承認手続等)、7 の 9－3(取りやめの届出手続等)、7 の 9
－4(変更の届出手続等)の(1)及び(2)、7の 9－5(電磁的記録による保存を電子
計算機出力マイクロフィルムによる保存に変更しようとする場合の手続)、7
の 9－6(承認の取消し等)の(1)及び(2)、7の 9－7(ＣＯＭによる保存等の取扱
い)並びに 7 の 9－8(新たに特例輸入者となつた者についての取扱い)の規定
は、法第 94 条第 1 項に規定する者に係る帳簿書類の電磁的記録等による保存
について準用する。この場合において、7の 9－2中「法第 7条の 9第 2項」と
あるのは「法第 94条第 3項」と、「特例輸入者が」とあるのは「法第 94条第 1
項に規定する者が」と、「7 の 9－4」とあるのは「94－2 において準用する 7
の 9－4」と、「担当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所轄税関長」と、「た
だし、承認申請書は署所の窓口担当部門に提出することを妨げない」とあるの
は「なお、貨物の輸入予定地を管轄している税関長が複数存在する場合につい
ては、いずれか一の輸入予定地に係る所轄税関長に提出することにより行わせ
ることができるものとし、その提出を受けた所轄税関長は、直ちに他の所轄税
関長に、その承認申請書及び添付書類の写しを送付する」と、「第 1条の 2」と
あるのは「第 8 条」と、「新たに特例輸入者となつた者については」とあるの
は「新たに申告納税方式が適用される貨物（特例申告に係る指定貨物を除く。）
を業として輸入しようとする者については」と、「7 の 9－8（新たに特例輸入
者となつた者」とあるのは「94－2において準用する 7の 9－8（新たに申告納
税方式が適用される貨物（特例申告に係る指定貨物を除く。）を業として輸入

（新規） 
 
 
 
⑶ 令第 83条第 4項((帳簿の保存))に規定する「第 1項の帳簿及び第 2項の書
類を整理し」とは、帳簿に記載されている事項と保存すべき書類の関係が明ら
かになるように整理することをいう。 
⑷ 令第 83 条第 4 項に規定する「その他これらに準ずるものの所在地」とは、
代理人の事務所や寄託契約書等により保存を委託している営業倉庫等の所在地
をいう。 
（新規） 
 
 
 
（承認申請手続等） 

94－2 前記 7 の 9－2(承認手続等)、7 の 9－3(取りやめの届出手続等)、7 の 9
－4(変更の届出手続等)の(1)及び(2)、7の 9－5(電磁的記録による保存を電子
計算機出力マイクロフィルムによる保存に変更しようとする場合の手続)、7の
9－6(承認の取消し等)の(1)及び(2)、7の 9－7(ＣＯＭによる保存等の取扱い)
並びに 7の 9－8(新たに特例輸入者となつた者についての取扱い)の規定は、法
第94条第1項に規定する者に係る帳簿書類の電磁的記録等による保存について
準用する。この場合において、7の 9－2中「法第 7条の 9第 2項」とあるのは
「法第 94条第 2項」と、「特例輸入者が」とあるのは「法第 94条第 1項に規定
する者が」と、「7の 9－4」とあるのは「94－2において準用する 7の 9－4」と、
「担当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所轄税関長」と、「ただし、承認申
請書は署所の窓口担当部門に提出することを妨げない」とあるのは「なお、貨
物の輸入予定地を管轄している税関長が複数存在する場合については、いずれ
か一の輸入予定地に係る所轄税関長に提出することにより行わせることができ
るものとし、その提出を受けた所轄税関長は、直ちに他の所轄税関長に、その
承認申請書及び添付書類の写しを送付する」と、「第 1条の 2」とあるのは「第
8条」と、「新たに特例輸入者となつた者については」とあるのは「新たに申告
納税方式が適用される貨物（特例申告に係る指定貨物を除く。）を業として輸入
しようとする者については」と、「7の 9－8（新たに特例輸入者となつた者」と
あるのは「94－2において準用する 7の 9－8（新たに申告納税方式が適用され
る貨物（特例申告に係る指定貨物を除く。）を業として輸入しようとする者」と、
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新 旧 
しようとする者」と、「特例輸入者となつた日」とあるのは「最初にその輸入
申告をした日」と、7の 9－3中「特例輸入者が」とあるのは「法第 94条第 1
項に規定する者が」と、「担当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所轄税関
長」と、「ただし、取りやめの届出書は署所の窓口担当部門に提出することを
妨げない」とあるのは「なお、貨物の輸入予定地を管轄している税関長が複数
存在する場合については、いずれか一の輸入予定地に係る所轄税関長に提出す
ることにより行わせることができるものとし、その提出をうけた所轄税関長
は、直ちに他の所轄税関長に、その届出書を送付する」と、7の 9－4中「特例
輸入者が」とあるのは「法第 94条第 1項に規定する者が」と、「担当税関の簡
易申告管理官」とあるのは「所轄税関長」と、「ただし、変更の届出書は署所
の窓口担当部門に提出することを妨げない」とあるのは「なお、貨物の輸入予
定地を管轄している税関長が複数存在する場合については、いずれか一の輸入
予定地に係る所轄税関長に提出することにより行わせることができるものと
し、その提出を受けた所轄税関長は、直ちに他の所轄税関長に、その届出書の
写しを送付する」と、7の 9－5中「担当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所
轄税関長」と、「ただし、承認申請書は署所の窓口担当部門に提出することを
妨げない」とあるのは「なお、貨物の輸入予定地を管轄している税関長が複数
存在する場合については、いずれか一の輸入予定地に係る所轄税関長に提出す
ることにより行わせることができるものとし、その提出を受けた所轄税関長
は、直ちに他の所轄税関長に、その承認申請書及び添付書類の写しを送付する」
と、7の 9－6中「特例輸入者」とあるのは「法第 94条第 1項に規定する者」
と、7の 9－7中「7の 9－2」とあるのは「94－2において準用する 7の 9－2」
と、7 の 9－8（見出しを含む。）中「新たに特例輸入者となつた者」とあるの
は「新たに申告納税方式が適用される貨物（特例申告に係る指定貨物を除く。）
を業として輸入しようとする者」と、「特例輸入者となつた日までに」とある
のは「最初にその輸入申告をする日までに」と、「特例輸入者となつた日以後」
とあるのは「最初にその輸入申告をした日以後」と読み替えるものとする。 

 
（承認申請手続等） 

94－3 前記 94－2（承認申請手続等）の規定は、令第 83条第 2項に規定する輸
出者について準用する。この場合において、「法第 94条第 1項に規定する者」
とあるのは「令第 83条第 2項に規定する輸出者」と、「94－2において準用す
る」とあるのは「94－3において準用する」と、「輸入予定地」とあるのは「輸
出予定地」と、「第 8 条」とあるのは「第 9 条((貨物を業として輸入する者に
ついての規定の準用))において準用する同規則第 8 条」と、「申告納税方式が

「特例輸入者となつた日」とあるのは「最初にその輸入申告をした日」と、7
の 9－3中「特例輸入者が」とあるのは「法第 94条第 1項に規定する者が」と、
「担当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所轄税関長」と、「ただし、取りや
めの届出書は署所の窓口担当部門に提出することを妨げない」とあるのは「な
お、貨物の輸入予定地を管轄している税関長が複数存在する場合については、
いずれか一の輸入予定地に係る所轄税関長に提出することにより行わせること
ができるものとし、その提出をうけた所轄税関長は、直ちに他の所轄税関長に、
その届出書を送付する」と、7の 9－4中「特例輸入者が」とあるのは「法第 94
条第 1項に規定する者が」と、「担当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所轄
税関長」と、「ただし、変更の届出書は署所の窓口担当部門に提出することを妨
げない」とあるのは「なお、貨物の輸入予定地を管轄している税関長が複数存
在する場合については、いずれか一の輸入予定地に係る所轄税関長に提出する
ことにより行わせることができるものとし、その提出を受けた所轄税関長は、
直ちに他の所轄税関長に、その届出書の写しを送付する」と、7の 9－5中「担
当税関の簡易申告管理官」とあるのは「所轄税関長」と、「ただし、承認申請書
は署所の窓口担当部門に提出することを妨げない」とあるのは「なお、貨物の
輸入予定地を管轄している税関長が複数存在する場合については、いずれか一
の輸入予定地に係る所轄税関長に提出することにより行わせることができるも
のとし、その提出を受けた所轄税関長は、直ちに他の所轄税関長に、その承認
申請書及び添付書類の写しを送付する」と、7の 9－6中「特例輸入者」とある
のは「法第 94条第 1項に規定する者」と、7の 9－7中「7の 9－2」とあるの
は「94－2において準用する 7の 9－2」と、7の 9－8（見出しを含む。）中「新
たに特例輸入者となつた者」とあるのは「新たに申告納税方式が適用される貨
物（特例申告に係る指定貨物を除く。）を業として輸入しようとする者」と、「特
例輸入者となつた日までに」とあるのは「最初にその輸入申告をする日までに」
と、「特例輸入者となつた日以後」とあるのは「最初にその輸入申告をした日以
後」と読み替えるものとする。 

 
 
（新規） 
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新 旧 
適用される貨物（特例申告に係る指定貨物を除く。）を業として輸入」とある
のは「貨物を業として輸出」と、「輸入申告」とあるのは「輸出申告」と読み
替えるものとする。 
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